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年利、％

2018/3　①4.35％　②4.46％　③3.80％（月末値）
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マクロ経済過熱指数
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新築住宅価格
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（注）新築住宅価格は低所得者向け住宅を除くもの。

グラフで見る中国経済 2018 年４月号（Ｎｏ．１０７） 

中国の輸出は改善の動きが鮮明になった。１～２月の通関輸出は前年比+２４．４％と、先進国の景気回復を

受けて、２０１１年８月以来の高い伸びとなった。内訳をみると、米国向けとＥＵ（欧州連合）向けがいずれも２０１１

年４月以来の大幅増を記録した。また、１～２月の鉱工業生産は前年比+７．２％と、輸出の好調を背景に伸びが

２０１７年６月以来の高水準となった。ただ、最大の輸出先である米国向けについては、米トランプ政権が３月下

旬に中国を標的に鉄鋼・アルミニウム製品の輸入制限を発動するなど、先行きの懸念材料が現れている。 

【今月のトピック：全人代、国民生活の改善を重視】 習近平体制は、２０１８年３月開催の第１３期全国人民代表大会（全人

代、国会に相当）第１回会議で、国民生活の改善への取り組み姿勢を鮮明にした。具体的には、２０１８年の都市部新規雇用

者数の年間目標（１，１００万人以上）を２０１７年と同様に過去最高水準に維持した。また中小企業や個人を中心に減税規模

を２０１７年の３，５００億元から８，０００億元に引き上げ、非税金費用の軽減額を３，０００億元（２０１７年は２，０００億元）に

引き上げた。この背景には、習体制が個人消費の押し上げを通じて社会不安の発生を阻止しようとする意思が挙げられる。 

（出所）中国人民銀行、中国国家統計局、ブルームバーグ 
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（出所）中国国家統計局、中国海関総署、中国商務部、中国汽車工業協会、中国物流購買連合会、中国人民銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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